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伊勢湾・三河湾イカナゴの広域資源管理 
 

 
１ 資源の現状 

伊勢湾・三河湾は、東北海域、瀬戸内海とともに日本におけるイカナゴの主要
漁場であり、愛知県、三重県の主に船びき網漁業で漁獲され、加工用、養殖餌料
用として利用されている。 
資源は大きな変動を繰り返しており、1978 年～1982 年にかけて 5 年間にも及ぶ

大不漁を経験した。このため、漁業経営上もきわめて不安定な状況に置かれてお
り、漁獲量の安定のための資源管理が望まれてきた。1990 年からは、親魚 10 億
尾を獲り残す管理措置を導入するなど、自主的な資源管理が行われてきた。 

その後、2007 年からは親魚の獲り残し尾数を 20 億尾に引き上げ、管理措置の
強化を図った結果、資源水準が安定する傾向が見られている。しかし、2016 年漁
期、2017 年漁期には海洋環境の影響により加入が極めて低い水準となった結果、
操業が自粛された。 

 
２ 関係漁業種類 

（愛知県）いわし・いかなご船びき網、いかなご船びき網 
（三重県）ばっち網、いわし・いかなご船びき網、いかなご船びき網、 

       伊勢湾口いわし・いかなご船びき網、親いかなご船びき網 
 
３ 資源管理の方向性（目標、期間等） 
   産卵親魚尾数を確保することによって加入資源尾数（初期資源尾数）を安定さ
せ、安定的な漁業生産の維持を目指すことを方針とし、十分な漁獲が期待できる
300 億尾の資源加入を目標として、そのために必要な親魚を確保するため、20 億
尾以上を残存させる漁獲努力量削減措置を実施している。 

この取組が始まった 2007 年以降、資源水準が安定する傾向が見られている。
資源量の少ない年にあっては漁獲割合が低い傾向にあり、親魚保護を目的とした
取組が機能していると考えられる。このため、これまでの取組を継承していくこ
ととするが、あわせて海洋環境による夏眠魚の減耗等、資源への影響に留意しつ
つ、資源状況に応じた管理方策の改善や取組強化について検討する必要がある。 

 
４ 資源管理措置 

措  置 内   容 

産卵親魚の保護 
 

関係漁業者立ち会いの試験操業を行い、全体の８割程度が産卵終了
していることを確認後、親イカナゴの解禁日を決定 

解禁日の決定 
 

水試のデータをもとに市場価値の高いサイズに達する日を予測、両
県漁業者の協議で解禁日を決定 

操業秩序の維持 
 

両県漁業者協議で操業期間中の操業日、漁場行使等の操業方法につ
いて両県協議で決定 

夏眠場所の保全 イカナゴの夏眠場所を阻害しないよう、夏眠場所周辺を保全 

終漁時残存資源尾数 
（20億尾）の確保 

残存資源尾数確保のため、それ以上漁獲をしないよう、終漁日を設
定 

親魚保護のための保護
区（禁漁区）の設定 

産卵親魚の分布海域に禁漁区を設定 

保護育成期間の設定 
（保護休漁） 

市場価値の低い漁獲サイズの時期に一定の保護育成期間を設定。 
 

 
５ 関係者による連携を図るための体制 
  行政・研究担当者会議及び漁業者協議会により、資源管理の目的、期間等を明

確にしつつ、資源状況や漁獲状況の把握、資源管理措置の確実な実施を図り、管
理方策の改善を検討する。 
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伊勢湾・三河湾イカナゴの広域資源管理に基づく平成２９年の取組状況 
 
 

措  置 ２９年漁期の実施状況 

終漁時残存資源尾数 

（20 億尾）の確保 

水産試験場稚魚調査、両県合同試験びきを行い、両県

漁業者協議により資源量が極めて少ないことを考慮

して、平成 29 年３月６日に操業を自粛することが決

定。このため、終漁時残存尾数は不明。 

親魚保護のための保護区 

（禁漁区）の設定 

操業自粛のため設定を要さなかった。なお、イカナゴ

を混獲する可能性のある伊勢湾内でのシラス船引き

網漁業についても、６月 10 日まで操業自粛。 

保護育成期間の設定 

（保護休漁） 
操業自粛のため設定を要さなかった。 

産卵親魚の保護 操業自粛措置により保護した。 

解禁日の決定 操業自粛のため決定を要さなかった。 

操業秩序の維持 
今漁期のイカナゴ漁の操業自粛について、両県漁業者

協議で決定。 

夏眠場所の保全 
イカナゴの夏眠場所を阻害しないよう、夏眠場所周辺

を保全。 
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